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通所介護事業所 デイサービスセンター自在 

重要事項説明書 
 

１ 当センターが提供するサービスについての相談窓口 

    電 話  ０８９５－７３－７１１７（午前８：３０～午後５：３０まで） 

    担 当  管理者  新開 一利 

         ご不明な点は、なんでもお尋ねください。 

 

２ デイサービスセンター自在の概要 

（１）提供できるサービスの種類と地域 

事 業 所 名 称 デイサービスセンター自在 

所 在 地 愛媛県南宇和郡愛南町満倉 2301番地 1 

介 護 保 険 指 定 番 号 通所介護（愛媛県 ３８７４０００２１３） 

サービス提供対象地域 愛南町全域（地域外の方でもご希望の方はご連絡ください。） 

 

 （２）同センターの職員体制 

職  種 常 勤 非常勤 業 務 内 容 

管 理 者  １名  本会理事長の命を受け、デイ自在の総括管理を行う。 

生 活 相 談 員  
 １名 

(兼務)１名 
 

利用計画書の作成、生活相談業務、介護計画の作成、市町村・
居宅介護支援事業者及び各サービス事業者との連絡調整並び
に事務処理にあたる。（１名は管理者兼務） 

介 護 職 員 ４名 ２名 利用者の介護にあたる。 

看 護 職 員 １名 (兼務) ２名 利用者の看護にあたる。（２名は特養兼務） 

機能訓練指導員 (兼務)１名 
(兼務) ２名 

(嘱託) １名 

利用者の機能訓練指導にあたる。（看護職員が兼務） 

月に２～３回程度、作業療法士の訪問指導あり。 

計 ７名 ５名  

 

 （３）同センター職員の勤務体制 

摘  要 始 業 終 業 人 員  

早   出 8:00 17:00 １名  

日   勤 8:30 17:30 ５名  

 

（４）同センターの設備の概要 

定 員 ２５名 

食堂及び機能訓練室  １室（184.55㎡） 

浴 室 １室（個浴２基、特殊浴槽１基があります。） 

送 迎 車 ５台 

 

 （５）営業時間 

営 業 日 月・火・水・木・金・土・日曜日（祝日も営業しています。） 

営 業 時 間 午前 8:30から午後 5:30 

サービス提供時間  午前 9:45から午後 4:00 

定 休 日  １月１日～１月３日、１１月２３日 

     ＊ 緊急連絡電話 ０８９５－７３－７１１７ 
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３ サービス内容 

① 送  迎 … 当施設の公用車の送迎を行います。 

② 食  事 … 管理栄養士の立てる献立表により、栄養並びに契約者の身体状況、嗜好を考慮

した食事を提供します。 

③ 入  浴 … 入浴又は清拭を行います。寝たきりの方でも特殊浴槽を利用して入浴できます。 

④ 機能訓練 … 機能訓練指導員によりご契約者の心身等の状況に応じて日常生活を送るのに

必要な機能の回復、又はその減退を防止する為の訓練を実施します。 

 ⑤ 生活相談 … 生活相談員に介護以外の日常生活に関することを相談できます。 

 ⑥ 健康管理 … 看護職員により一般的な健康状態の確認を行います。 

 

４ 料 金 

（１）保険給付内サービス利用料 

     以下のサービスについては、市町村から交付された「介護保険負担割合証」に記載された

負担割合となります。 
 

負担割合 所 得 基 準 
１割負担 以下に当てはまらない方 

２割負担 
合計所得１６０万円以上 
・単身世帯：年金＋その他の所得＝２８０万円以上（年金のみの場合は 280万円以上相当） 
・夫婦世帯：年金＋その他の所得＝３４６万円以上 

３割負担 
合計所得２２０万円以上 
・単身世帯：年金＋その他の所得＝３４０万円以上（年金のみの場合は 344万円以上相当） 
・夫婦世帯：年金＋その他の所得＝４６３万円以上 

         ＊ 第２号被保険者（40 歳以上 65 歳未満の方）、市区町村民税非課税の方、生活保護受給者は下記にかかわらず１割負担。 

 詳しくは、お住いの市町村介護保険係にお問い合わせください。 

 

○ 基本料金 

＊ 通常規模型通所介護費（６時間以上７時間未満） 

区  分 
１日あたりの 

利用料金 

介護保険適用時の１日あたりの自己負担額 

１割負担の場合 ２割負担の場合 ３割負担の場合 

要介護１ ５,８４０円     ５８４円 １,１６８円 １,７５２円 

要介護２ ６,８９０円     ６８９円 １,３７８円 ２,０６７円 

要介護３ ７,９６０円     ７９６円 １,５９２円 ２,３８８円 

要介護４ ９,０１０円     ９０１円 １,８０２円 ２,７０３円 

要介護５ １０,０８０円  １,００８円 ２,０１６円 ３,０２４円 

 

   ○ 加算料金 

 
加  算  名 単 位 

自己負担額 

１割負担の場合 ２割負担の場合 ３割負担の場合 

① 
入浴介助加算（Ⅰ） １日あたり ４０円  ８０円  １２０円  

入浴介助加算（Ⅱ） １日あたり ５５円  １１０円  １６５円  

② 
生活機能向上連携加算（Ⅰ） １月あたり １００円  ２００円  ３００円  

生活機能向上連携加算（Ⅱ） １月あたり ２００円  ４００円  ６００円  

③ 
個別機能訓練加算（Ⅰ）イ １月あたり ５６円  １１２円  １６８円  

個別機能訓練加算（Ⅰ）ロ １月あたり ７６円  １５２円  ２２８円  

④ 個別機能訓練加算（Ⅱ） １月あたり ２０円  ４０円  ６０円  

⑤ 
ADL 等維持加算（Ⅰ） １月あたり ３０円  ６０円  ９０円  

ADL 等維持加算（Ⅱ） １月あたり ６０円  １２０円  １８０円  
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⑥ 認知症加算 １日あたり ６０円  １２０円  １８０円  

⑦ 若年性認知症利用者受入加算 １日あたり ６０円  １２０円  １８０円  

⑧ 栄養アセスメント加算 １月あたり ５０円  １００円  １５０円  

⑨ 栄養改善加算 １回あたり ２００円  ４００円  ６００円  

⑩ 
口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅰ） １回あたり ２０円  ４０円  ６０円  

口腔・栄養スクリーニング加算（Ⅱ） １回あたり ５円  １０円  １５円  

⑪ 
口腔機能向上加算（Ⅰ） １回あたり １５０円  ３００円  ４５０円  

口腔機能向上加算（Ⅱ） １回あたり １６０円  ３２０円  ４８０円  

⑫ 科学的介護推進体制加算 １月あたり ４０円  ８０円  １２０円  

⑬ 送迎未実施減算 片道につき △４７円  △９４円  △１４１円  

⑭ サービス提供体制強化加算（Ⅰ） １月あたり ２２円  ４４円  ６６円  

⑱ 介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） １月あたり ９.２％ （※３のとおり） 

(※１) 基本料金及び加算料金⑭については、すべての方に算定されます。ただし、体制

により変更になる場合があります。 

(※２) 加算料金のうち①～⑬については、実施された場合に加算されます。 

(※３) 介護職員等処遇改善加算については、基本料金及び加算料金①～⑭のうち、１月

に算定された総単位数に 9.2%を乗じて得た数（小数点以下四捨五入）に１０円を

乗じた額が算定金額になります。 

 

※ 介護保険適用の場合でも、保険料の滞納等により保険給付が直接事業者に支払われな

い場合があります。その場合は一旦１日あたりの利用料金を頂き、サービス利用提供証

明書を発行いたします。サービス利用提供証明書を後日所在地の市役所又は役場の窓口

に提出すると差額の払戻しを受けることができます。 

 

〔介護サービス加算の内訳〕 

・入浴介助加算（Ⅰ） 

入浴中の入所者の観察を含む介助を行う場合に算定されます。 

     ・入浴介助加算（Ⅱ） 

利用者が居宅において、自身で又は家族若しくは居宅で入浴介助を行うことが想定

される訪問介護員等の介助によって入浴ができるようになることを目的とし、利用者

の状態に応じ、自身で又は家族・訪問介護員等の介助により尊厳を保持しつつ入浴が

できるようになるためには、どのような介護技術を用いて行うことが適切であるかを

念頭に置いたうえで入浴介助を行った場合に算定されます。 

・生活機能向上連携加算 

外部のリハビリ専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚士など）や医師らと協

働してアセスメントを行い、介護計画を作成すること算定される加算です。 

     ・個別機能訓練加算 

機能訓練指導員を配置のうえ、利用者ごとに個別機能訓練加算計画書を作成し、その

計画に基づいた訓練を提供することで算定できる加算です。 

     ・ＡＤＬ等維持加算 

通所介護事業所の利用者が、ＡＤＬの維持・改善の度合が一定の水準を超えた等の

要件を満たした場合に取得できる加算です。 

     ・認知症加算 

認知症患者を積極的に受け入れるため体制を整えたことを評価する加算です。 

・若年性認知利用者受入加算 

若年性認知症利用者に対しサービス提供を行った場合に加算されます。 

・栄養アセスメント加算 

利用者に対して、管理栄養士が介護職員等と共同して栄養アセスメント（利用者ご

との低栄養状態のリスク及び解決すべき課題を把握することをいう。）を行い、当該
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利用者又はその家族に対してその結果を説明し、相談等に必要に応じ対応した場合に

算定されます。 

・栄養改善加算 

低栄養状態にある利用者、又は、そのおそれのある利用者に対して、栄養状態の改

善を図ることを目的として、個別に栄養に関する食事相談などの栄養管理を行った場

合に１月に２回を限度として加算されます。 

・口腔・栄養スクリーニング加算 

事業所の従業者が、利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態又は

栄養状態に関する情報を、当該利用者を担当する介護支援専門員へ提供した場合に算

定されます。ただし、当事業所以外で既に口腔・栄養スクリーニング加算を算定して

いる場合にあたっては算定いたしません。 

・口腔機能向上加算 

口腔機能の低下又は低下するおそれがある利用者に対し機能向上の取組みを強化

する目的に、算定要件で定められた人員配置や計画の作成・評価の実施等を含めた口

腔サービスを提供した場合に算定されます。 

・送迎未実施減算 

利用者に対して、その居宅と指定通所介護事業所との間の送迎を行わない場合は、

片道につき４７単位を所定単位数から減算します。 

・科学的介護推進体制加算 

サービスの質の向上を図るため、利用者に係るデータ（ADL、栄養士、口腔・嚥下、

認知症、心身・疾病の状況等）を「科学的介護情報システム（LIFE）」に提出して、

フィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた計画（Plan）、実行 （Do）、評

価（Check）、改善 （Action）といったサイクル（PDCA）により、質の高いサービス

を実施する体制を構築するとともに、その更なる向上に努める取組みを行った場合に

算定されます。 

・サービス提供体制強化加算（Ⅰ） 

        介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が 70%以上であるか、勤続１０年

以上の介護福祉士が 25%以上である場合に算定する体制加算です。 

・介護職員等処遇改善加算（Ⅰ） 

厚生労働大臣が定める基準に適合し、介護職員等の賃金の改善等を実施しているも

のとして都道府県知事に届け出た事業者が、利用者に対し介護サービスを行った場合

に算定します。 

  

（２）保険給付外サービス利用料 

   ① その他の料金 

    ＊ 食費  １食あたり ５３０円（全額自己負担です。） 

    ＊ サービス提供地域外の送迎料金 愛南町を超えて１㎞ごとにつき１００円 

    ＊ 上記の他、おむつ代、レクリエーションにかかる費用等は自己負担となります。 
 

 （３）キャンセル料 

お客さまのご都合でサービスを中止する場合、下記のキャンセル料金がかかります。 

①ご利用日の当日午前８時３０分までにご連絡いただいた場合 無  料 

③ご利用日の当日午前８時３０分までにご連絡がなかった場合 ５３０円（食費） 

      ※ 電話等でのご連絡は、営業時間に関係なくいつでもお受けいたします。 

 

 （４）支払方法 

毎月、１０日までに前月分の請求をいたしますので、２５日以内にお支払いください。 

支払方法は、現金払い、銀行振込、自動口座振替の３通りの中からご契約の際に選べます。

なお、通帳への記帳をもって領収とさせていただきます。 
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５ サービスの利用方法 
（１）サービスの利用開始 

まずは、お電話等でお申込みください。当事業所職員がお伺いいたします。 

通所介護計画作成と同時に契約を結び、サービスの提供を開始します。 

居宅サービス計画の作成を依頼している場合は、事前に介護支援専門員とご相談ください。 

（２）サービスの終了 

   ① お客さまのご都合でサービスを終了する場合 

     サービスの終了を希望する日の１週間前までに文書でお申出ください。 

   ② 当事業所の都合でサービスを終了する場合 

人員不足等やむを得ない事情により、サービスの提供を終了させていただく場合がござい

ます。その場合は、約１か月前までに文書で通知いたします。 

   ③ 自動終了 

     以下の場合は、双方の通知がなくても、自動的にサービスを終了いたします。 

・お客さまが介護保険施設に入所した場合 

・介護保険給付でサービスを受けていたお客さまの要介護度認定区分が、要支援、非該当

（自立）と認定された場合 

   ④ その他 

・ 当センターが正当な理由なくサービスを提供しない場合、守秘義務に反した場合、お

客さまやご家族などに対して社会通念を逸脱する行為を行った場合、又は当事業所破産

した場合、お客さまは文書で解約を通知することによって即座にサービスを終了するこ

とができます。 

・ お客さまが、サービス利用料金の支払を６か月以上遅延し、料金を支払うよう催告し

たにもかかわらず１０日以内に支払わない場合、お客さまが正当な理由なくサービスの

中止をしばしば繰り返した場合、お客さまが入院若しくは病気等により、３か月以上に

わたってサービスが利用できない状態であることが明らかになった場合、又はお客さま

やご家族などが当センターや当センターのサービス従業者に対して本契約を継続し難い

ほどの背任行為を行った場合は、文書で通知することにより、即座に契約を終了させて

いただく場合がございます。 

 

６ 当センターのデイサービスの特徴 
（１）運営の方針 

要介護状態の軽減若しくは悪化の防止、又は要介護状態にならない為に機能訓練等の目

標を設定し計画的に行う。また、提供する指定通所介護の質の評価を行い常にその改善を

図る。 
  

 （２）サービス利用のために 

内      容 有 無 備    考 

男 性 介 護 職 員 の 有 無 有  

時 間 延 長 の 可 否 可  

職 員 へ の 研 修 の 実 施 有  

サービスマニュアルの作成 有  

 

（３）サービス利用にあたっての留意事項 

   ・ ご利用者又はご家族は、体調の変化があった際には事業所の職員にご一報ください。 

   ・ ご利用者は、事業所内の機械や器具を利用される際、必ず職員に声を掛けてください。 

   ・ 所持金品は自己の責任で管理してください。また、事業所内での金銭や食物のやり取りは

ご遠慮ください。 

   ・ 職員に対する贈物や飲食のもてなしはお受けできません。 

   ・ お弁当の持込みはご希望により応じていますが、持ち込まれた弁当等の管理や衛生面、及
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びこれに関する事故(食中毒)につきましては、責任を負いかねますのでご了承ください。 

   ・ 決められた場所以外での喫煙はご遠慮ください。 

   ・ 事業所内での他の利用者に対する執拗な宗教活動及び政治活動はご遠慮ください。 

 

７ 緊急時の対応方法 
サービスの提供中に容態の変化等があった場合は、事前の打合わせにより、主治医、救急隊、

親族、居宅介護支援事業者等へ連絡をいたします。 

（緊急連絡先） □ 代理人と同じ 

そ

の

他

の
方 

氏   名 （続柄：     ） 

住   所  

電 話 番 号   

     ※ 緊急連絡先について、代理人と同じ場合は☑をしてください。その他の方の場合はご記入ください。 

 

８ 事故発生時の対応 
    サービスの提供に伴って事故が発生した場合は、医師、ご家族、市町村等に連絡をするなど

必要な措置を講ずるほか、事業者の責めに帰すべき事由により利用者の生命・身体・財産に損

害を及ぼした場合は、利用者に対してその損害を賠償します。 

なお、事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

 

 

 

 

９ 心身の状況の把握 
通所介護の提供にあたっては、居宅介護支援事業者が開催するサービス担当者会議等を通じ

て、利用者の心身の状況、その置かれている環境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの

利用状況等の把握に努めるものとします。 

 

10 居宅介護支援事業者等との連携 
①  通所介護の提供にあたり、居宅介護支援事業者及び保健医療サービス又は福祉サービス

の提供者と密接な連携に努めます。 

②  サービス提供の開始に際し、この重要事項説明に基づき作成する「通所介護計画」の写

しを、利用者の同意を得たうえで居宅介護支援事業者に速やかに送付します。 

③  サービスの内容が変更された場合又はサービス提供契約が終了した場合は、その内容を

記した書面又はその写しを速やかに居宅介護支援事業者に送付します。 

 

11 サービス提供の記録 
①  通所介護を提供した際には、提供した具体的なサービス内容等の記録を行うこととし、

その記録はサービスを提供した日から５年間保存します。 

②  利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を請求す

ることができます。 

 

12 非常災害対策 
 ・ 防災時の対応 ～ 緊急時連絡網（自動転送システム設置） 

 ・ 防 災 設 備  ～ スプリンクラー、防火戸、消火栓、非常口、非常警報装置等  

・ 防 災 訓 練  ～ 避難・救助訓練（年２回）、通報・消火訓練（年２回） 

 ・ 防火責任者  ～ 事務係長 藤森 聡和（防災士） 

 

13 虐待の防止について 
事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な措置を

保険会社名 社会福祉法人 全国社会福祉協議会 

保 険 名 しせつの損害補償（社会福祉施設総合損害補償） 

補償の概要 施設業務の補償・施設利用者の補償 
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講じます。 

（１）虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者・新開 一利 

（２）成年後見制度の利用を支援します。 

（３）苦情解決体制を整備しています。 

（４）虐待の防止のための指針を整備しています。 

（５）法人において虐待の防止のための対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、

その結果について従業者に周知徹底を図ります。 

（６）従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。 

 

14 身体的拘束について 
ご利用者に福祉サービスを提供する過程で人としての尊厳と誇りを尊重し、行動を制限する

ことなく、生活機能を高めながら自由で穏やかな生活を送っていただくことを目的に「身体的

拘束等の適正化のための指針」を整備し、委員会を設置して３か月に１回以上開催するととも

に、その結果について、介護職員その他従業者に周知徹底を図ります。また、身体的拘束等の

適正化のための研修を定期的に行い、身体的拘束をなくしていくための取組みを積極的に行い

ます。 

事業者は、原則として利用者に対して身体的拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそ

れがある場合など、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えられると

きは、利用者に対して説明し同意を得たうえで、次に掲げることに留意して、必要最小限の範

囲内で行うことがあります。その場合は、身体的拘束を行った日時、理由及び態様等について

の記録を行います。 

（１）切迫性 …… 直ちに身体的拘束を行わなければ、利用者本人又は他人の生命・身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

（２）非代替性 … 身体的拘束以外に、利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

（３）一時性 …… 利用者本人又は他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなった

場合は、直ちに身体的拘束を解きます。 

 

15 感染症の予防及びまん延の防止のための措置 
    事業者は、感染症の予防及びまん延を防止するため、次の措置を講じます。 

    （１）感染症の予防及びまん延防止のための指針を整備します。 

（２）対策を検討する委員会を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に 

周知徹底を図ります。 

    （３）感染症の予防及びまん延防止のための従業者に対する研修及び訓練を実施します。 

 

16 秘密の保持と個人情報の保護について 

利用者及びその家

族に関する秘密の

保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する

法律」、「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」及

び「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのため

のガイダンス」を遵守し、適切な取扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者（以下「従業者」という。）は、サ

ービス提供をするうえで知り得た利用者及びその家族の秘密を正当

な理由なく、第三者に漏らしません。 

また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した

後においても継続します。 

③ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密

を保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後に



- 8 - 

おいても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内

容とします。 

個人情報の保護に

ついて 

 

①  事業者は、利用者からあらかじめ文書で同意を得ない限り、サー

ビス担当者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、

利用者の家族の個人情報についても、あらかじめ文書で同意を得な

い限り、サービス担当者会議等で利用者の家族の個人情報を用いま

せん。 

②  事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録

物（紙によるもののほか、電磁的記録を含む。）については、善良

な管理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩

を防止するものとします。 

③  事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内

容を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加又は削除を

求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な

範囲内で訂正等を行うものとします。(開示に際して複写料等が必

要な場合は利用者の負担となります。) 

 
17 サービス内容に関する相談・苦情 
    サービスの利用等に関する相談や苦情については、「苦情申出窓口」を設置し、迅速かつ適

正に対処する体制を整えていますので、お申出ください。苦情解決責任者は施設長とし、苦情

受付担当者は生活相談員が担当します。相談・苦情が発生した場合、苦情受付担当者は、「相

談・苦情処理簿」に相談苦情内容、検討内容、具体的処理の状況等を記録保存するとともに、

苦情解決責任者に報告し、検討・話合いをし、また地域の学識経験者等による第三者委員の助

言を受けながら、誠意をもって苦情解決に努めます。 

 

① 当センターご利用者相談・苦情担当 

担当 管理者 新開 一利   電 話 ０８９５－７３－７１１７ 

                            ＦＡＸ ０８９５－７２－３１１５ 
 

② 下記第三者委員に苦情相談することができます。 

     ＊山西 百合子  愛南町城辺甲   電 話 ０８９５－７２－４２７８ 

     ＊中田 非斗志  愛南町御荘菊川  電 話 ０８９５－７０－４０２２ 

 

    ③ その他 愛南町その他各市町村等の相談・苦情窓口等でも受け付けています。 

・愛南町役場高齢者支援課     所在地 愛南町城辺甲２４２０番地 

   電 話 ０８９５－７２－７３２５ 

・愛媛県国民健康保険団体連合会  所在地 松山市高岡町１０１番地１ 

                          電 話 ０８９－９６８－８８００ 

 

18 提供するサービスの第三者による評価の実施状況 
 

実 施 の 有 無 無 

実施した直近の年月日 ― 

実施した評価機関の名称 ― 

評価結果の開示状況 ― 

 

19 雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保 
    男女雇用機会均等法等におけるハラスメント対策に関する事業者の責務を踏まえつつ、ハラ

スメント対策（顧客等からの著しい迷惑行為（カスタマーハラスメント）を含む）のため、次
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の措置を講じます。 

    （１）従業者に対するハラスメント指針の周知・啓発を図ります。 

    （２）従業者からの相談に応じ、適切に対処するための体制を整備しています。 

    （３）その他ハラスメント防止のために必要な措置を行います。 

 

20 業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等 
感染症や非常災害の発生時において、利用者に対するサービスの提供を継続的に実施するため

の、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（事業継続計画）を策定し、必要な研

修及び訓練を定期的に開催するなどの措置を講じます。 

 

21地域との連携 
事業所の運営にあたっては、地域住民又はその自発的な活動等との連携及び協力を行うなど

の地域との交流に努めます。 

 

22 当事業所の内容 
名称・法人種別    ～ 社会福祉法人 御荘福祉施設協会 

代表者役職・氏名   ～ 理事長  濱 口 隆 司    

本部所在地・電話番号 ～ 愛媛県南宇和郡愛南町満倉２３０１番地１ 

                 ＴＥＬ ０８９５－７２－３１１１ 

 

定款の目的に定めた事業 

（１） 第１種社会福祉事業 

① 特別養護老人ホームの経営 

（２） 第２種社会福祉事業 

① 保育所の経営 

② 老人短期入所生活介護事業の経営 

③ 老人デイサービスセンター事業の経営 

④ 障害児通所事業の経営 

⑤ 認知症対応型老人共同生活援助事業の経営 

⑥ 地域子育て支援拠点事業の経営 

（３） 公益事業 

① 居宅介護支援事業 

② 成年後見等受任事業 

（４） 収益事業 

①  太陽光発電所の事業 
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令和   年   月   日 

 

   通所介護の提供開始にあたり、利用者に対して契約書及び本書面に基づいて重要な 

事項を説明しました。 

 

事 業 者 〈所在地〉 愛媛県南宇和郡愛南町満倉２３０１番地１ 

〈名 称〉 デイサービスセンター 自在 

         〈説明者〉              ㊞ 

 

 

   私は、契約書及び本書面により、事業者から通所介護についての重要事項の説明を 

受けました。 

 

利 用 者  住 所                       

          氏 名                   ㊞  

代 理 人  住 所                      

          氏 名                   ㊞  

          続 柄          

 

身元引受人 

連帯保証人 
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個人情報の使用に係る同意書 

 

 

 以下に定める条件のとおり、私（        ）及び代理人（         ）は、社会

福祉法人御荘福祉施設協会が、私及び身元引受人、家族の個人情報を下記の利用目的の必要最低限の

範囲内で使用、提供、又は収集することに同意します。 

 

１．利用期間 

    介護サービス提供に必要な期間及び契約期間に準じます。 

 

２．利用目的 

（１） 利用者にかかわる介護計画（ケアプラン）を立案し、円滑にサービスが提供されるため

に実施するサービス担当者会議での情報提供のため 

（２） 医療機関、福祉事業者、介護支援専門員、介護サービス事業者、自治体（保険者）、そ

の他社会福祉団体等との連絡調整のため 

（３） 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合及び主治医等の意見を求める必要の

ある場合 

（４） 利用者の利用する介護事業所内のカンファレンスのため 

（５） 行政の開催する評価会議、サービス担当者会議 

（６） その他サービス提供で必要な場合 

（７） 上記各号にかかわらず、緊急を要するときの連絡等の場合 

 

３．使用条件 

（１） 個人情報の提供は必要最低限とし、サービス提供にかかわる目的以外決して利用しない。

また、利用者とのサービス利用にかかわる契約の締結前からサービス終了後においても、

第三者に漏らさない。ただし、本人以外の者に固有個人情報を提供することが明らかに本

人の利益になると認められるとき、又は本人の心身を守るためにやむを得ない緊急時は、

第三者に提供することがある。 

（２） 個人情報を使用した会議の内容や相手方などについて経過を記録し、請求があれば開示

する。 

 

 

令和   年   月   日 

  
  本   人  住 所                           

（利 用 者）   
氏 名                        ㊞  

 

 

代 理 人  住 所                           

 （家族代表） 

       氏 名                        ㊞  

 

       続 柄          


